
島津サイエンス東日本㈱　　        （単位：円）

          資     産    の    部           負     債    の    部

科 目 科 目

【 流  動  資  産 】 【 8,712,736,123 】 【 流  動  負  債 】 【 6,230,409,930 】

現 金 及 び 預 金 150,663,054 買 掛 金 3,457,516,946

受 取 手 形 193,703,854 電 子 記 録 債 務 315,877,050

電 子 記 録 債 権 445,251,338 未 払 金 1,377,140,342

売 掛 金 5,499,456,127 未払通算税効果額等 32,041,594

商 品 136,707,124 未 払 事 業 所 税 953,500

短 期 貸 付 金 2,012,047,202 契 約 負 債 445,347,482

未 収 入 金 1,115,430 預 り 金 5,550,790

仮 払 金 23,237,844 未 払 費 用 17,700,000

前 払 費 用 251,734,141 未 払 社 会 保 険 料 47,334,020

貸 倒 引 当 金 △ 1,179,991 未 払 法 人 税 等 110,607,406

【 固  定  資  産 】 【 978,701,691 】 未 払 事 業 税 51,354,500

（有 形 固 定 資 産） （ 25,600,395 ） 賞 与 引 当 金 260,800,000

建 物 4,604,513 役 員 賞 与 引 当 金 3,525,000

建 物 付 属 設 備 10,580,658 未 払 消 費 税 等 104,661,300

工 具 器 具 備 品 10,415,224 【 固  定  負  債 】 【 305,702,583 】

（無 形 固 定 資 産） （ 3,794,000 ） 長 期 預 り 金 1,000,000

ソ フ ト ウ エ ア 3,794,000 退 職 給 付 引 当 金 301,882,883

（投資その他の資産） （ 949,307,296 ） 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 2,819,700

保 証 金 500,000 負 債 合 計 6,536,112,513

敷 金 28,403,991           純　 資 　産   の  部

子 会 社 株 式 691,247,740 【  株　主　資　本  】 【 3,155,325,301 】

繰 延 税 金 資 産 228,656,485 　　(資　　　本　　　金) （ 75,000,000 ）

そ の 他 2,399,080 　　(利　益　剰　余　金) （ 3,080,325,301 ）

貸 倒 引 当 金 △ 1,900,000        利 益 準 備 金 18,750,000

　     そ の 他 利 益 剰 余 金 3,061,575,301

            別 途 積 立 金 207,000,000

            繰 越 利 益 剰 余 金 2,854,575,301

純 資 産 合 計 3,155,325,301

資 産 合 計 9,691,437,814 負 債 及 び 純 資 産 合 計 9,691,437,814

　  貸   借   対   照   表　　   

　　　 ２０２３年 ３月 ３１日  現在

金 額 金 額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１）棚卸資産の評価基準および評価方法

　　　　　商品は個別法による原価法によっています。

　　　　　(原価法は、収益性の低下による、簿価切下げの方法によっています。）

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　①有形固定資産

　　　　　　定額法によっています。

　　　　　②無形固定資産

　　　　　　定額法によっています。

　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

　　　　　　法によっています。

　　（３）引当金の計上基準

　　　　　①貸倒引当金

　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

　　　　　　計上しています。

　　　　　②賞与引当金

　　　　　　従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。

　　　　　③役員賞与引当金

　　　　　　役員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。

　　　　　④退職金給付引当金

　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務に基づき計上しています。

　　　　　⑤役員退職慰労引当金

　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しています。

　　（４）収益及び費用の計上基準

　　　　　顧客との契約において識別された履行義務に基づき、約束した財又はサービスの支配が顧

　　　　　客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

　　　　　することとしています。

　　（５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　　　　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

　　　　　処理しています。

　　（６）グループ通算制度の適用

　　　　　株式会社島津製作所を通算親法人とするグループ通算制度を適用しています。

２．当期純利益　482,311,345円

           個　　別　　注　　記　　表
                   自    ２０２２ 年   ４月   １日

                   至    ２０２３ 年 　３月 ３１日


